
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  特例有限会社も株主資本等変動計算書が必要に 

Ｑ：会社法施行後は、従来の利益処分（損

失処理）案に代えて、株主資本等変動計算書

を作成しなければならないそうですが、特例

有限会社であっても作成しなければならない

のですか？ 

 

Ａ：特例有限会社であっても作成しなけれ

ばなりません。 

【解説】 

 会社法では、決算書類について「株式会社

は、法務省令で定めるところより、各事業年

度に係る計算書類及び事業報告並びにこれら

の付属明細書を作成しなければならない。」

と規定していますが、ここでいう株式会社に

は特例有限会社（現行の有限会社で会社法施

行後も有限会社として存続する会社）も含ま

れることとなっています。 

また、計算書類については、これまでは「貸

借対照表、損益計算書、利益処分案又は損失

処理案、営業報告書、付属明細書」を作成し

なければならないとされていましたが、会社

法施行後は「貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書、事業報告、付属明細書」

（営業報告書は事業報告に名称変更）を作成

しなければならないとされています。 

したがって、特例有限会社であっても株主

資本等変動計算書は作成しなければなりませ

ん。 

 なお、これらの規定は持分会社（現行の合

名会社、合資会社及び新設される合同会社）

についても同様に適用されます。  

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２００5 年）平成１７年 月 日 金曜日   ０１  ２  １

発行所 株式会社 
大阪市中央区平野町３－１－１０  
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

 

２ 8 9 0  

 

号 


